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【論文要旨】
　The　U．S．　had　Regulations　concerning　Section　482　in　1935．　But　the　Regulations　had　concrete
methodologies　of　income　calculation　on　related　parties’transactions．　U．S．　companies　rapidly　grew
and　globalized　after　World　War　II　and　often　shifted　their　income　to　the　territories　so・called’tax－
haven’．　The　Treasury　tried　to　introduce　formulary　method　to　encounter　tax　avoidance．　But　Con－
gress　did　not　agree　with　it　and　instnユcted　to　renew　Regulations　in　1962．　The　Treasury　Regulations
were　promulgated　in　1968　and　based　on　Revenue　Procedure　63－10　which　only　dealt　with　the　tangi－
ble　property　transactions　between　U．S．　parents　and　Puerto　Rican　subsidiaries．　At　a　background，
there　was　accumulated　know－how　in　IRS　and　U．S．　companies’divisionalization．
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8．1968年財務省規則の成立
9，まとめ
1．　はじめに
　本稿は，アメリカ内国歳入法典（Internal　Revenue　Code）482条（以下，「482条」という。）に
係る1968年財務省規則（Treasury　Regulations）1の成立について論ずるものである。482条は，関
連者間における所得と控除の配分について定めた規定2であり，日本においては，通常，移転価格
税制3と呼ばれているものである。このうち，1968年規則は，初めて独立企業間価格の算定方法，
特に，独立価格比準法（Comparable　Uncontrolled　Price　method：CUP法），再販売価格基準法
（Resale　Price　method：RP法）および原価基準法（Cost　Plus　method：CP法）といういわゆる基本
三法4を規定したという点で，482条の歴史上エポック・メイキングな規定である。この基本三法
については，現在も移転価格税制におけるもpとも重要な算定方法として，日本をはじめOECD
や諸外国の規定に取り入れられている。
　日本においても，この1968年規則については，金子宏教授の論文5をはじめとして多くの素晴ら
しい研究成果6がある。しかし，1968年規則の成立の過程や理論的基礎には触れられていない。こ
の点については，後述する1962年のアメリカ連邦議会の議論を受けて，その後1968年規則が制定
されているという記述が多く7，この間の6年間の動きについて触れられている文献は非常に少な
い。本稿において，1968年規則が成立した背景やそれ以前の制度，また，独立企業間価格の算定
に市価や原価を用いることの理論的合理性に関し，1968年規則の制定に大きく貢献したと言われ
ているSurrey8の講演録や当時の文献を参照しながら，議論することにしたい。
　これを研究する意i義は，日本の移転価格税制がアメリカの1968年財務省規則をおおいに参考に
したと思われることから，この成立過程や理論的基礎を検討することが，今後の日本の移転価格税
制が直面する基本的問題点の原因を解明することにもつながると考えられるからである。
　本稿においては，まず，482条の成立とこれに係る財務省規則の制定について簡単に述べる。そ
して，1960年代のアメリカ企業の国際化を背景とした所得移転問題についての連邦議会の議論を
概説する。つぎに，1962年の議会での議論を受けた財務省は規則を制定することになるが，翌
1963年に歳入手続63－10を公表した。これにより，歳入手続63－10が1968年規則における基本三法
の原型を提供したことを述べる。一方，判例が基本三法の形成にあまり関与してこなかったことを
簡単に述べる。そのつぎには，基本三法の理論的基礎として，管理会計上の振替価格に関する議論
を紹介する。当時，アメリカ企業における組織再編により振替価格設定の問題が非常に重要視され
ることになった背景や，これと基本三法との関係について述べることにする。
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2．アメリカにおける482条の誕生と独立企業原則の成立
　アメリカの移転価格税制である482条の歴史は，1918年にまで遡ることができる9。第一次世界
大戦以前においては，国家間にまたがる二重課税問題はほとんど生じていなかった10。このころは
法人所得税が導入されて間もないころであるが，同一の利害関係者により支配されている事業の間
で所得および控除の故意のシフトがかなりの金額にのぼっていた11。すなわち，関連企業の存在を
利用して脱税や租税回避を行った場合である。
　このような状況の下，1918年，1917年戦時歳入法（The　War　Revenue　Act　of　1917）に基づい
て，財務省は独自に規則45を制定し，その77条，78条においてパートナーシップおよび法人に対
して特定の状況下において初めて連結申告の規定を置いたのである12。
　ついで，1921年歳入法は，内国歳入庁（IRS）長官に対して「関連する営業または事業の間の利
得，利益，所得，控除または資本の適切な配分または振替のため，適切な事例において関連する営
業または事業の会計を連結する」13権限を与えたのである。
　そして，1928年に歳入法45条が制定された14。45条は，連結申告の規定から離れて，関連者間の
所得と控除の配分規定として独立したのである。45条の内容は，IRS長官に，脱税（利益の移転，
架空販売，その他「搾り出し」（milking）のために採用されるその他手段によって）を防止し，共
通の支配下（直接・間接を問わない）にある二以上の営業または事業（trade　or　business）の真実
の所得を正確に反映させるため，これらの所得および控除を再配分する権限を与える15規定である。
　このように，アメリカにおいては，1928年歳入法45条において，関連者間の所得の恣意的な移
転に対する立法がなされたことになる。45条は，1934年，1943年に若干の改訂がなされ16，その
結果として，現行の482条の第一文と同様の規定となった。その後，1986年には第二文であるいわ
ゆる「所得相応性基準」を追加し，現在に至っている。482条の文言は，極めて簡単な内容となっ
ており，IRS長官に対して所得または控除を再配分する権限を与えているのみである17。アメリカ
は，財務省規則を定めることによって，移転価格の問題に対処してきた。
　財務省規則は，1935年に初めて制定された18。この規則は，45条の範囲と目的を規定するもの
で一般的な記載にとどまっているものであり，具体的な配分方法について規定してはいなかった。
すなわち，45条の目的は，関連納税者の資産および事業から生ずる真の課税所得を非関連者の所
得計算基準に従って決定することによって，関連企業の租税負担を非関連者のものとタックス・パ
リティ（課税上同等に位置づけること）におくことであった。そして，それがなされずに課税所得
が過少に申告されている場合，IRS長官は，当該グループを構成する関連企業の総所得，所得控
除，税額控除，その他の控除または課税所得に影響するその他の項目または要素について配分し，
割当てまたは振り替えることを，IRS長官が必要と認める方法で行うことにより，それぞれの関連
企業の真の課税所得を決定すべきであるとしたのである。さらに，すべての事例において適用され
るべき基準は，非関連者が他の非関連者との間で独立企業原則（at　arm’s　length）に基づいて取引
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を行う基準であると規定したのである。このように，482条が独立企業原則に基づいている，とい
うことについては財務省規則が制定された1935年当初から規定されていた。しかし，独立企業原
則の内容やその計算方法については，具体的には定められていなかった。
3．　1960年代前半における議会の議論
　1960年代に入ってから，482条をめぐる情勢は大きく変わることになる。1960年代に入って大き
な動きがあったことには，次のような理由がある。第二次大戦後，アメリカの租税政策は，外国へ
の資本の移動に対して非常に有利な税制となっていた。そして，1950年代以降，全世界への販売
の拡大，全世界の資源へのアクセス，そして経済の拡大によって，経済がグローバル化し，アメリ
カ企業の事業展開も海外ヘシフトすることになった。アメリカの大企業は，多国籍化するととも
に，租税政策を利用することによって海外に所得を移転する動きを強めていくようになった。そし
て，1962年までには，アメリカ企業で低税率国の子会社と取引を行うということは非常に幅広く
行われていたのである19。その結果として，アメリカの課税権が侵食されるようになっていた20。
たとえば，アメリカの内国法人がタックスヘイブン地域との国外関連取引を通じて課税の繰延べを
行ったこと，外国法人がアメリカ子会社の利益を低くすることにより課税逃れをしていたこととい
われている21。
　このような状況の下，1961年に財務省は議会に対して，「アメリカ企業とその国外関連者との課
税問題について大きな変化が見られた。特に，現行の482条ではアメリカの歳入を効果的に確保す
ることが難しくなった。」22と主張した。一方，IRSは，1960年代に入ってから，外国での事業を
行う納税者に対する税務調査を強化した。これは，アメリカ親会社が所得を子会社に移転すること
によって，アメリカでの所得を減額させているのではないか，と考えたからである23。
　これを受けて，議会は，アメリカ企業による海外への所得移転に対してどのように対処するかを
検討した。1962年，下院の歳入委員会は，「現在においても，IRSは482条の所得配分規定を用い
ることにより，所得移転に対処することはできる。」24としながらも，「公正価格を算定するための
困難性を最小化するためにさらなる規定を提案」25した。下院は，アメリカ親会社と外国子会社と
の有形資産の譲渡に対処するため，482条に新たな条項482条（b）を追加することを提案した。「納税
者がCUP法を用いて独立企業間価格の使用を立証できない場合，または納税者とIRSが算定方法
について合意できない場合には，関連者間における経済活動に基づくフォーミュラによって関連者
間に所得を配分する。」26，というものである。下院のリポートにより，新条項の提案の趣旨をみる
と，以下のようになる。
　「現行の482条の適用に困難があることから，下院歳入委員会は財務長官およびその代理人に対
して，アメリカ法人とその外国子会社との間の購入および販売に関して，資産，役員および従業員
に対する給与，ならびに広告費・販売費・販売促進費の計という三つの指標の割合に基づいてアメ
リカ親会社と外国子会社の間で所得を配分する権限を付与する新しい条項案を加えた。これによ
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り，財務長官は現行の482条の下では，問題となる国外関連取引における有形資産の公正市場価格
を算定し，それに基づいて課税所得を算定するという困難でより複雑な計算を行わなければならな
かったことに比して，関連者間の課税所得の配分を行うことができるようになる。」27と。
　これに対して，多くの納税者団体は強力なロビー活動を行ったとされている。その理由は，所得
移転の濫用に対しては現行の482条で十分対応できること28，そして，下院案により過大な権限が
当局に付与されることになるというものであった29。上院財政委員会の公聴会において，さまざま
な業界を代表する納税者から，下院案に対する批判があがっていた30。
　このような状況において，上院財政委員会は，「482条は，すでに不適切な国際間の配分を防止
するため強大な権限を規定している。」31とし，下院案をすべて削除した。た。そして，両院協議会
は，以下のように述ぺた。「下院が可決した本条項の目的は，現行の482条の規則を改訂すること
により実現することができる。現行の482条には所得と控除の配分を行うため，財務長官およびそ
の代理人に広範な権限を授与している。財務省は，海外所得に関する事案における所得と控除の配
分について新たなガイドラインおよびフォーミュラを規定することにより，この権限の下で規則の
進展と新たな規定制定の可能性について検討すべきである。」32
　結局，1962年の連邦議会においては，482条は改正されることはなかった。しかし，両院協議会
リポートにより，財務省規則が制定されることになった。482条が関連者間の取引における所得と
控除の配分規定であることから，これを独立企業原則に基づくことも，また，フォーミュラを用い
ることも，さらにこれら二つを併用することも可能であるということができる33。いずれにして
も，財務省規則の制定が待たれることになったのである。
4．歳入手続63－10と判例の動向
（1）歳入手続63－10
　1962年の連邦議会の議論を受けて，IRSは，1963年のはじめにアメリカ法人とプエルトリコ製
造子会社との間における所得および控除の配分に関して，482条の適用に関するガイドライソであ
る「歳入手続63－10」34を公表した。歳入手続63－10の目的は，アメリカとプエルトリコとの間の取
引だけに焦点を当てたものではあるが，上述のように，482条に関する財務省規則の規定が抽象的
であり，具体的な独立企業間価格算定方法が規定されていなかったことから，各界から非常に注目
されたものである35。歳入手続63－10の中には，後述するように基本三法の原型が規定されてい
る。そこで，これを検討することにより，1968年規則の発展過程を探求することができる。ま
た，歳入手続63－10は，関連者間取引において，無形資産を含む場合の取扱いについても触れてい
る。これは，1960年代の初頭においても，すでに無形資産に係る取引が国外関連者間で行われ，
無形資産が所得創出に重要な役割を果たしていたことが理解されていたことを示している。
　Surreyは，1965年12月2日にニューヨークで行った講演の中で，歳入手続63－10が1966年に公
表した無形資産の譲渡および使用，そして有形資産の販売に関する482条の第二の規則案の原型で
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あることを以下のように述べている。
　「第二の規則案は，現在準備中ではあるが，これには製品の企業内販売と特許権等の無形資産の
譲渡を含んでいる。これらについての適正な規準またはガイドラインの設定は，非常に困難であ
る。第二の規則案は，独立企業原則の下，利益を追求する取引における譲渡された資産について公
正な利益を算定するものである。にもかかわらず財務省としては，この分野において可能な限り有
効な規則を制定することとしている。その意味では，1963年に公表されたTechnical　Information
Release（TIR）44136において，製造を行うプエルトリコ子会社と販売を行うアメリカ親会社との
間の取引について規定するガイドラインを有している。このTIR441は，多くの問題点の解決に極
めて有効である。TIR441は，特定の状況だけを取り扱うものではあるが，規則案を制定する上で
いくつかの経験を提供してくれるものである。」37
　Surreyの講演からは，1968年規則のうち，貸金，役務提供および有形資産の賃貸借に関して
は，原価ベースで取引することでいいが，無形資産の譲渡および使用，そして有形資産の販売につ
いては，適正な利益を得るべきであり，その利益の算定が難しいということがうかがわれるのであ
る。しかし，同時に歳入手続63－10が「多くの問題点の解決に有効であり」，1968年規則の制定に
重要な役割を果たしたことが伺われるのである。
　以下に，歳入手続63－10を概説することにする。
　歳入手続63－10は，4条で構成されている。第1条は，目的と範囲である。第2条は背景につい
て述べている。そして，第3条は一般的な基準とプエルトリコ子会社に無形資産が帰属しない場
合の所得および控除の配分方法について定める。最後に，第4条においては，無形資産が帰属す
る場合の所得および控除の配分方法について定めている。
　第1条においては，プエルトリコがアメリカ合衆国の属領であり，アメリカとプエルトリコと
の特殊な経済関係によりプエルトリコ子会社への所得配分問題が生じていたことを述べている。
　第2条においては，歳入手続63－10制定の具体的背景を述べている。プエルトリコ政府は，産業
および経済の成長を刺激すべく，1948年に開発プログラムを導入したことにより，適格製造法人
はプエルトリコの所得税が通常の場合10年間は非課税となる。そして，非課税取扱いは延長する
ことも可能であった。この取扱いは，本来はアメリカ本国に帰属すべき所得をプエルトリコに不適
正に移転することにより，アメリカ所得税を回避する誘因となっていた。そこで，イ．不適切な所
得移転があったか否か，ロ．所得移転があった場合に調整を要するか否か，についての規定が必要
になったということを述べている38。
　第3条においては，アメリカ親会社とプエルトリコ子会社との製造・販売において関連者が獲
得した利益を算定するためには，独立企業原則によるとしている39。そして，プエルトリコ子会社
が製造する製品をアメリカ親会社へ販売する際に請求する価格は，それぞれが互いに独立し，非関
連である場合にアメリカ親会社から受け取るであろう価格とすべきである，としている。すなわ
ち，適正な価格とは，同様の状況下において同様の製品が独立した売り手と買い手の間で行われる
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取引において支払われる価格である。これを，歳入手続63－10においては，「非関連者間価格を直
接的に適用する方法」（Directly　Applicable　Independent　Prices）としており，これが最良であると
している40。これがCUP法の原型であると考えられる。ただし，非関連者間価格であっても，こ
れがプエルトリコ子会社との取引を正当化するために仕組まれたものであるような場合には，適用
できないとしている41。
　つぎに，第3条は，比較可能な非関連者間価格がない場合の取扱いについて，以下のように規
定している。「このような場合，問題となる製品がアメリカ本国においても製造され，またはアメ
リカ親会社がアメリカ国内製造業者と損失を発生させることなく契約を行う場合には，問題となる
製品をアメリカ国内製造業者が製造するのに必要な価格が輸送費の調整を行ったうえでの最良の推
定値としての独立企業間価格となる。この価格は通常の場合，プエルトリコ子会社の製造活動がプ
エルトリコではなく，アメリカ本国で行ったであろうとした場合のアメリカ本国で発生するであろ
う原価に，アメリカにおける製造活動の典型的な利益率（rate　of　return）を加算したものになる
であろう。」42これは，1968年規則に規定されたCP法の原型であるとすることができると考えられ
る。
　つぎに，第4条においては，無形資産を含む取引の所得配分について規定している。プエルト
リコ子会社にも無形資産が帰属する場合があり，そのような場合には，第3条に規定する独立企
業間価格以上の配分をプエルトリコ子会社に行うべきであるとしている43。
　第4条においては，まず無形資産の範囲について，つぎのように述べている。「無形資産には，
特許権，商標権，商品名などの資産または権利の他，市場に占める位置（market　position），消費
者の受容（consumer　acceptance），保証活動から生じるもの（且owing　from　guaranty　and　warranty
practices），販売・サービス組織，広告，そして暖簾の性質を有する類似の要素も含む。」44
　そして，「しばしば，無形資産に係る利益は多額である。したがって，所得を創出する重要な無
形資産は482条の適切な適用上，これがプエルトリコ子会社に帰属するかアメリカ親会社に帰属す
るかを決定することは重要である。」45としており，1960年代初めにおいて，無形資産が所得の創
出に大きな貢献を行う場合があるなど，その重要性が十分に認識されていたことを示している。
　第4条は，所得を創出する無形資産がアメリカ親会社またはプエルトリコ子会社のいずれに帰
属するかにより，所得の配分に影響を及ぼすとして，具体的な配分方法を規定している。まず，
「当該無形資産がすべてアメリカ親会社に帰属する場合には，無形資産から生じる所得のうちプエ
ルトリコ子会社に帰属するものはない。」46としている。
　一方，「当該無形資産がすべてプエルトリコ子会社に帰属する場合，無形資産から生じる所得の
すべては，プエルトリコ子会社に配分される。この場合，プエルトリコ子会社の総所得は，アメリ
カ親会社と比較可能な独立企業がその製品に支払うであろう最も高い価格を基礎に算定される。原
則として，この価格は，アメリカ市場における最終価格から，①アメリカ親会社の販売費用，②販
売に係る合理的な利益率，③プエルトリコにおける販売拠点からの輸送費用，を控除したものにな
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る。」47としている。この方法は，1968年規則におけるRP法の原型であるとも考えることができ
る。この方法は，市場価格から適正利益を差し引いた額が独立企業間価格であるというRP法と
は，若干異なる面があるが，最終的な市場価格が第三者間価格であり，独立企業間価格の算定のた
めにこれを基礎にする，という点では類似している。
　以上のように，歳入手続63－10は，プエルトリコ子会社に無形資産がなく比較可能な非関連老間
取引がある場合にはCUP法を，そして比較可能な非関連者間取引がない場合にはCP法を適用す
べきであるとした。つぎに，重要な無形資産が，親会社・子会社のいずれに存在するかについて検
討することを求めて，これが親会社に帰属する場合には，プエルトリコ子会社には無形資産に係る
利益は帰属しないが，逆の場合には，子会社に無形資産に係る利益を帰属させるべきとしている。
そして，プエルトリコ子会社に重要な無形資産のすべてが帰属している場合に，最終市場価格を基
礎とする方法を用いることとしているが，これはRP法の原型であるとも考えられる。このよう
に，歳入手続63－10は，内容的にも基本三法の原型が規定されており，1968年規則のその制度的基
礎であるとすることができるのである48。しかし，RP法に関しては，アメリカ親会社が販売機能
を有し，一方プエルトリコ子会社が製造機能を有していることから，適用事例が少なく，直接的な
原型ということはできない。この点で，RP法についての経験は少なかったということができる。
　歳入手続63－10は，後述するように，プエルトリコ製造子会社を有する法人以外の納税者におい
ても，独立企業間価格を算定するための方法として，アメリカ法人とその他の国の子会社との間の
移転価格算定にも用いられた49。そして，当時，IRSはすでに広範に国際取引に関する調査を行っ
ていたことから，独立企業間価格の算定に関してある程度の知識・ノウハウが蓄積されたのではな
いかと思われる50。歳入手続63－10を公表した後においては，IRSはこれを用いて独立企業間価格
の算定を行うことになるが，Eli　Lilly事件51において結実したのである52。
（2）判例の動向
　判例に関して，Hilinskiは，「482条の配分に関して，おそらく最も問題が多く，同時に最も重要
なのは，企業内取引の分野である。これまでの訴訟事件においては，この問題についてほとんどガ
イダンスとなるものを生み出してこなかった。」53と述べて，独立企業間価格算定方法に関する判例
があまり貢献してこなかったとしている。
　判例は，それまで比較可能な第三者取引価格が存在しない場合においては，いわゆる「公正で合
理的」という規準を適用してきた。これは，1940年代から1960年代にかけて，いくつかの判例54
において適用されてきており，比較対象取引が存在しない場合の判断規準として確立したとされて
いる。「公正で合理的」規準は，当該企業の事業に関して，価格設定が公正であれば，482条の適
用は必要ないというものであった。したがって，判例は基本三法の進展という点では，ほとんど貢
献してこなかったのである。
?
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5．経営管理上および会計上の標準的方法
　基本三法の制度上の基礎が歳入手続63－10であるとして，理論的基礎はどのようなものであった
のだろうか。何ゆえ，これら三つの算定方法が1968年規則に特掲されたのであろうか。この点に
ついて，Surreyが行った講演の中にヒソトがあると思われる。以下に紹介する二つの講演におい
て，Surreyは，会計の重要性を説いているのである。はじめに，第一の規則案を公表した後の
1965年12月2日の講演において，つぎのように述べている。「所得配分に関する会計実務や会計慣
行（accounting　practices　and　conventions）が，内部会計目的および外部の利害関係者の要求を満
たすために税以外の分野において進展していかなければならなかった。アメリカ産業界の大多数の
企業は，通常の事業の実務として一般管理費をいろいろな事業に配賦している。」55
　つぎに，1967年11月1日に行った講演の中で，Surreyは以下のように述べている。
　「我々は，482条の規則が，企業の構成要素間で適正な所得および控除項目の配分を行うという
同じ目標を達成するために構築された経営管理上および会計上の標準的方法（management　and
accounting　standards）にできうる限り準拠すべきであると考えている。このように準拠すること
には，二つの特筆すべき利点がある。一つは，このことで税務当局が，上述のような適正な所得お
よび控除項目の配分を行うという共通の目標を達成するために構築された経営管理上および会計上
の標準的方法の発展の本流であり続けるということである。この経営管理上および会計上の標準的
方法は，会社経営の専門家，会計士その他複数の構成要素からなる企業に影響を与えるさまざまな
需要や懸念に応えるため圧力下にある者などにより，絶えず改善されている。」56
　Surreyは，1968年財務省規則の制定，そしてその適用に関しては，アメリカ企業が採用してい
る会計実務や会計慣行に従うとともに，経営管理上および会計上の標準的方法に準拠すべきである
としているのである。
　さて，1968年規則に採用された算定方法の理論的基礎を求める場合，会計実務や会計慣行に関
しては，「一般管理費をいろいろな事業に配賦してきた」57とあるように，それまでの管理会計や財
務会計の慣行をそのまま引き継ぐこととしたのである。また，経営管理上および会計上の標準的方
法の概念については，「企業の構成要素間で適正な所得および控除項目の配分を行うという同じ目
標を達成するために構築された」58とあり，また，その目的が「各構成要素の実績を管理し，それ
らの活動を査定し，そしてその構成要素のマネージャー達に報酬を与える」59こととしていること
から，主に業績評価会計の一分野である振替価格の考え方を述ぺているように思える。
　それでは，1950年代から60年代にかけて，アメリカ企業はどのように管理会計を使用してきた
のであろうか。以下では，当時の管理会計，特に振替価格の議論の進展および適用状況についての
実態調査について，概観することにする。
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6．管理会計の進展一振替価格6°の研究
　廣本教授によれば，1956年以降，伝統的管理会計論が展開され，確立された61。アメリカにおけ
る振替価格の研究に関する文献は，1955年に初めて登場した。一つは，シカゴ大学のビジネスス
クールで教鞭をとっていたCookが書いた「分権化と振替価格問題」62であり，もう一つはハーバ
ード大学のビジネススクールで教鞭をとっていたDeanのi著した「分権化と企業内価格」63である。
そして，翌1956年には，シカゴ大学ビジネススクールのHirshleiferにより，「トラソスファープラ
イシングの経済学押という論文が登場したのである。
　さて，アメリカにおける振替価格研究を検討する前に，当時のアメリカの社会経済状況，特に大
企業の管理体制について簡単に振り返っておくことにする。廣本教授によると，「第一次大戦終了
後の1920年までには，大部分の大規模企業においては，大体において同一の組織，すなわちr集
権的職能部制』によって管理が行われるようになっていた。……しかしながら，第二次大戦後に
は，それとは異なる組織形態が急速に導入されるようになってきた。すなわち，第二次大戦の終了
した1940年代末から1950年代にかけて，急速に事業部制（divisionalized　organization）が普及し，
アメリカにおける近代的経営管理の形態として確立することになったのである。」65とのことであ
り，第二次大戦後のアメリカ大企業においては，それまでの集権的職能部制から事業部制に変貌を
とげたのである。アメリカ企業の事業部制採用比率は，1949年には20．2％であったのに，1959年
には49．7％，そして1969年には77．0％になった66。
　事業部制を用いるということは，同時に「分権化」（decentralization）をも意味する。すなわち，
各事業部は，ある程度の責任を任され，取引先として必ずしも内部の組織に限定されず，外部との
取引が許されたのである。そのうえで，各事業部がプロフィット・センターとして，自己の利益の
最大化を図り，これにより企業全体の利益の最大化を図る，ということになるのである。そこで，
各事業部は，どのように振替価格の価格設定を行うべきであろうか。このような観点から，Dean
等の所説が主張されたのである。そして，1950年代の半ば以降，振替価格に関する研究成果が，
つぎつぎに発表されるのである。以下では，振替価格に関する初期の三人の所説と，それ以降
（1968年財務省規則制定以前）に発表された主要な所説について概説することにする。
7．　振替価格の理論と実態調査
（1）振替価格の理論
　Deanによると，「各プロフィット・セソターが大幅な自由裁量権を持つということは，他の企
業と競争する独立した企業と同様の基本的行動ルールに従わなければならない。」67ことを意味する。
Deanは，振替価格算定方法について，各プロフィット・センター間での競争価格（Competitive
pricing）がもっとも適切であると述べる。　Deanは，各事業部の管理者間で提示される額に満足し
ない場合には，外部に取引先を求めることができるとしており，管理者間でアームスレソグスな交
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渉による競争価格が基礎となるべきであるとした。
　一方，Cookは，市価基準価格力㍉組織全体の必要性にもっとも適合した方法であるとしてい
るOS。もし，ある部門（購入部門）が財を購入する場合に，内部から購入するよりも外部から購入
した方が利益が多く出ると見込まれる場合には，内部から購入することを強要されることはない。
これは，販売部門（製造部門）についても同じである。販売部門が，自己の取り扱う財を内部のプ
ロフィット・センターに販売するよりも，外部の市場に販売した方が利益が多く出る場合には，外
部市場に販売することになるであろう69。しかし，ブランド商品や通常の販売部門と購入部門との
（中間製品）取引のように，外部に真の選択的市場が存在しない場合がある。このような場合には，
市価基準の指標は，信頼たるべき指標とはならない。このような場合には，Cookは，振替価格が
市場で販売した際に得られる収益（revenue）を反映したものでなければならない70，としている。
　これに対してHirshleiferは，　DeanやCookとは異なり，経済理論に基づき振替価格論を展開
し，その後の発展に大きな影響を与えた71。販売部門（製造部門）と購入部門（受入部門）があり，
販売部門が中間製品を購入部門に販売し，購入部門が最終製品を販売するとする。Hirshleifer
は，二つの部門に技術上の独立性（technological　independence）と需要の独立性（demand　in－
dependence）があるとする。技術上の独立性とは，一つの事業部の営業費用が他の部門の活動状
況から独立していることをいう。また，需要の独立性とは，それぞれの事業部による追加的な外部
への販売は，他の事業部の製品に係る外部の需要を減少させないことをいう。
　結論として，Hirshleiferは，市場価格は，商品が競争市場において移転される場合にのみ，適
切な振替価格となるとしている。一方，市場が不完全に競争的であるとき，または移転される商品
の市場がないとき，振替価格として適切なのは限界原価（marginal　cost），または限界原価と市場
価格の間にある価格であるとしている72。
　一方，Drebinは，振替価格は二重価格を適用すべきであると主張した73。二重価格とは，振替
価格に二つの価格を用いるものである。一つは購入部門（受入部門）が買い入れる価格であり，も
う一つは，販売部門（製造部門）が販売する際に付される価格である。通常は，これは同一の価格
になるが，Drebinは，それぞれの部門で異なる価格を付すべきであると主張したのである。二重
価格を採用すると，企業全体の利益と各事業部の利益の合計とが一致しないので，調整を要する。
（2）Stoneの実態調査
　1957年にStoneにより，332社を対象とした振替価格の実態調査が行われた74。それによると，
　イ．332社のうち，振替価格を用いていたのは71％にあたる236社であり，96社においては振替
　　　価格が使用されていなかった。
　ロ．大多数の企業が原価ベースまたは市価ベースの振替価格を使用していた。すなわち，一つの
　　　振替価格を用いていたのが108社（45％）で，そのうちの54社が原価基準価格を，48社が市
　　　価基準価格を，そして6社が交渉価格を用いていた。二重価格を使用していたのは100社
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（43％）で，原価と市価を用いていたのが70社，市価と交渉価格が21社，原価と交渉価格が
9社であった。このほか，三つ以上の振替価格を使用していたのが28社（12％）あった。
（3）振替価格の研究の評価
　このように，1950年代から1960年代にかけての時代は，管理会計という学問自体が急速に進展
した時代であった。これは，「1950年代半ばに，まず計画会計と統制会計の体系が成立し，その後，
1960年代半ばに意思決定会計と業績管理会計の体系が成立したのであった。」75いずれにしても，
当時のアメリカの大企業は，その多くが事業部制を採用し，それにある程度の権限を委譲し，その
業績を評価するということをしていた。そのような中で，482条の規則は定められていったのであ
るが，これは，当時の会計実務や経営管理上の標準的方法に準拠していたのである。
　1968年規則においては，CUP法が適用できない場合の第二の方法はRP法であり，　CUP法も
RP法も適用できない場合の第三の方法がCP法であった。これについて，　Surreyは，「RP法は，
優先順位の順番で，CP法よりも上に置かれているが，これは，　RP法が適用されるのが買手が製
品に重要な価値を付加しない，または，その再販売品に重要な無形資産を使用しない場合であるか
らである。再販売の状況では，販売者の利益は，買手である再販売者の機能を，したがって，それ
ぞれの取引当事者の所得をより明確に反映すると考えられるからである。」76と述べている。このこ
とは，市価を基準とするRP法は，関連者の原価を基準とするCP法に比して，より問題が生じな
いからであると理解すべきであろう。具体的には，何が適切な原価であるのかについて議論の生じ
る余地はあるが，市価については，市場の付す価格であることから客観的であるということであろ
う。
　これは，上述した振替価格の理論において，どちらかといえば原価基準価格に比して市価基準価
格を支持する者が多かったということにも関連があると思われる。振替価格の理論においても，客
観的な市価基準価格の方がより明確に事業部利益を算定できるということである。実態調査によっ
ても，振替価格は，多くの大企業によって採用されていたが，それは市価基準価格と原価基準価格
が大勢を占めていた。このような状況の下，482条の規則においても，市価基準価格と原価基準価
格を用いた算定方法が定められていったといっても過言ではなかろう。それは，Surreyが1967年
に行った講演の中にも，「我々は，概念的な土台については，事実上何の批判も受けていないこと
をまず述べなくてはならない。」77とあるが，1966年の第二の規則案において独立企業原則を受け
たいわゆる基本三法の提案を行ったことに対しては，アメリカの企業等は，基本的には反対しなか
った。1962年の上院公聴会におけるフォーミュラ方式に対する激しい反対意見を考えれば，1968
年規則に基本三法が制定された背景には，納税者の後押しがあったと考えてもいいと思われる。
8．　1968年財務省規則の成立
財務省は，1962年の議会の勧告を受けて，財務省規則の改訂作業に取りかかった。そして，
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1965年4月1日に第一の規則案が提案された（貸金，役務提供および有形資産の使用の三つの取
引）。そして翌1966年8月2日には，前年の規則案を改訂したものと，それに含まれていなかった
取引（無形資産の譲渡および使用，有形資産の販売の二つの取引）を加えて第二の規則案を公表し
た。そして，1968年4月16日に役務提供を除く部分が確定し，翌1969年1月22日には役務提供部
分も確定し，ここに新しい財務省規則が制定されたのである78。
　1968年財務省規則は，482条の文言・適用等に関する規定としての§1．482－1，また，具体的算定
方法を記述した§1．482－2から成る。1935年規則は，その§1．482－1（a）～（c）にそのまま引き継がれた。
1968年規則は，それ以前の規則の全面書き換えということではなく，原則部分についてはそれ以
前の規定をそのまま残したうえで，取引形態を区分し，それぞれの取引毎に独立企業間価格の算定
方法についての詳細な規定を追加した，というものである79。ここに，アメリカ財務省は，フォー
ミュラ方式を採用することなく80，独立企業原則を堅持し，その算定方法を具体化するという規則
を保持したことになる。
　1968年規則の§1．482－2は，取引形態を五つに分けて独立企業間価格算定方法を規定している。
このうち，もっとも重要で，かつ困難な問題は，有形資産の販売であった81。有形資産の販売にお
ける独立企業間価格の算定に関して，1968年規則は，有形資産の販売に関する独立企業間価格算
定方法として基本三法を規定した。基本三法は，いずれも非関連者間取引を比較対象取引として用
いて，これを関連者間取引にあてはめて独立企業間価格を算定する。無形資産取引についての困難
性は，当時においても認識されていたのは，歳入手続63－10の規定を見ても明らかである。しか
し，当時は，無形資産を用いた所得移転が有形資産ほどではなかったこと，また，無形資産そのも
のおよび無形資産から生じる所得の算定が困難であったことから，簡単な規定にとどまったものと
思われる82。1968年規則は，独立企業間価格を算定するための方法を明示することにより，1935年
規則を発展させたものであり，独立企業原則の内容を明確にしたものである。
　Surreyによると，1968年規則が「国際取引で適用されており，われわれは，これらのルールが，
他の政府の管轄権のもとにある事業体に影響を及ぼすということを明確に認識している。」83，との
ことである。アメリカは，基本三法を規定することにより，OECDに働きかけるなど，その後の
国際的な議論をリードしていったのである。
9．　まとめ
　アメリカ内国歳入法典482条に係る1968年財務省規則は，以上のように，アメリカ企業による所
得移転に対処するために，有形資産の販売を中心に制定された。そして，その背景には，税務当局
による知識やノウハウの蓄積に基づく歳入手続63－10が直接的な原型として認められた。財務省お
よびIRSは，歳入手続63－10の制定とその運用により独立企業原則の適用に自信を深めていったと
考えられる。一方，1968年規則制定の間接的要因として，当時の会計実務や会計慣行，さらには
経営管理上の標準的方法に準拠する，ということがあったと考えられる。
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　裁判所は，独立企業間価格の算定方法について，比較対象取引がない場合においては，「公正で
合理的」という基準を用いて判決を下してきた。しかし，何をもって「公正で合理的」であるかは，
抽象的であり，基準としては非常にあいまい，かつ不確実なものであった。このように，判例は，
基本三法の制定ということについて，ほとんど貢献してこなかった。IRSは，比較対象取引がない
場合における原価を基準とする方法については，多くの適用事例により，かなりの自信を深めるこ
ともできたようである。これに対して，当時は，アメリカには外国子会社があまり進出していない
ことから，RP法についての適用事例は少ないようであった。
　アメリカが1968年規則において，独立企業原則を堅持した原因の一つには，企業が実際に採用
している会計実務や会計慣行，そして経営管理上の標準的方法があったとされる。アメリカの企業
が他の事業部と取引を行う場合には，振替価格は，市価または原価を基準とする方法が採用されて
いた。このことは，各プロフィット・センターの業績を評価する際，これらを基準にすることによ
り，適切に事業部を管理することができる，というメリットを有していたこともあり，各企業で採
用されていた，ということもできるのである。
　このように，1968年規則における基本三法は，IRSのノウハウとその集積である歳入手続63－10
を直接の根拠とし，当時のアメリカ企業の会計慣行や経営管理上の標準的方法に適合するものであ
ったのである。
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